
２

前
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
札
幌
国
税
局
、
仙
台
国
税
局
、
関
東
信
越
国
税
局
、
金
沢
国
税
局
、
名

古
屋
国
税
局
、
大
阪
国
税
局
、
広
島
国
税
局
、
高
松
国
税
局
、
福
岡
国
税
局
及
び
熊
本
国
税
局
の
課
税
総
括
課

に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

﹇
項
を
加
え
る
。﹈

一

第
四
百
六
十
八
条
の
二
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
事
務

二

第
四
百
六
十
八
条
の
二
第
二
号
に
掲
げ
る
事
務
に
係
る
不
服
申
立
て
に
関
す
る
こ
と
。

（
資
料
総
括
課
の
所
掌
事
務
）

第
四
百
六
十
八
条
の
二

資
料
総
括
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
課
税
総
括
課
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）

を
つ
か
さ
ど
る
。

﹇
条
を
加
え
る
。﹈

一

内
国
税
の
賦
課
に
関
す
る
資
料
及
び
情
報
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
、
内
国
税
に
係
る
課
税
標
準
又
は
税
額

の
決
定
に
関
す
る
事
務
の
管
理
に
関
す
る
こ
と
（
令
第
九
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に
定
め

る
も
の
に
係
る
も
の
並
び
に
統
括
国
税
調
査
官
、消
費
税
課
及
び
酒
税
課
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）。

二

国
税
通
則
法
第
七
十
四
条
の
七
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
求
め
に
関
す
る
こ
と
。

三

所
得
税
、
法
人
税
、
地
方
法
人
税
、
相
続
税
等
、
消
費
税
及
び
印
紙
税
の
課
税
標
準
の
調
査
並
び
に
こ
れ

ら
の
国
税
に
関
す
る
検
査
に
関
す
る
事
務
（
令
第
九
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に
定
め
る
も

の
及
び
統
括
国
税
調
査
官
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）で
、
国
税
局
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
特
定

事
項
に
係
る
事
務
の
指
導
及
び
監
督
並
び
に
こ
れ
に
必
要
な
調
査
及
び
検
査
に
関
す
る
こ
と
。

四

所
得
税
、
法
人
税
、
地
方
法
人
税
、
相
続
税
等
、
消
費
税
及
び
印
紙
税
の
課
税
標
準
の
調
査
並
び
に
こ
れ

ら
の
国
税
に
関
す
る
検
査
（
令
第
九
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に
定
め
る
も
の
及
び
統
括
国

税
調
査
官
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）で
、
当
該
調
査
及
び
検
査
を
受
け
る
者
の
所
得
の
金
額
、
事
業

の
規
模
及
び
態
様
又
は
取
得
し
た
財
産
の
価
額
そ
の
他
の
状
況
に
照
ら
し
、
国
税
局
長
が
特
に
必
要
が
あ
る

と
認
め
た
事
項
に
関
す
る
調
査
及
び
検
査
に
関
す
る
こ
と
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）。

五

前
三
号
に
掲
げ
る
事
務
に
係
る
不
服
申
立
て
に
関
す
る
こ
と
。

六

外
国
と
の
租
税
に
関
す
る
協
定
の
実
施
の
た
め
に
行
う
外
国
の
租
税
の
賦
課
に
関
す
る
調
査
（
令
第
九
十

二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に
定
め
る
も
の
を
除
く
。）の
う
ち
報
告
事
項
の
提
供
に
関
す
る
も
の

及
び
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
一
条
の
二
第
七
項
に
規
定
す
る
報
告
事
項
の
提
供
に
関
す
る

調
査
に
関
す
る
事
務
で
、
国
税
局
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
も
の
の
指
導
及
び
監
督
並
び
に
こ
れ
に
必
要

な
調
査
に
関
す
る
こ
と
。

七

外
国
と
の
租
税
に
関
す
る
協
定
の
実
施
の
た
め
に
行
う
外
国
の
租
税
の
賦
課
に
関
す
る
調
査
（
令
第
九
十

二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に
定
め
る
も
の
を
除
く
。）の
う
ち
報
告
事
項
の
提
供
に
関
す
る
も
の

及
び
外
国
居
住
者
等
所
得
相
互
免
除
法
第
四
十
一
条
の
二
第
七
項
に
規
定
す
る
報
告
事
項
の
提
供
に
関
す
る

調
査
で
、
処
理
困
難
な
も
の
と
し
て
国
税
局
長
が
課
税
第
一
部
の
資
料
総
括
課
に
お
い
て
調
査
さ
せ
る
必
要

が
あ
る
と
認
め
た
も
の
に
つ
い
て
の
調
査
を
行
う
こ
と
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）。

（
審
理
課
の
所
掌
事
務
）

（
審
理
課
の
所
掌
事
務
）

第
四
百
六
十
八
条
の
三

審
理
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
令
第
九
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に

定
め
る
も
の
及
び
酒
税
課
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
並
び
に
東
京
国
税
局
及
び
大
阪
国
税
局
に
あ
っ
て
は
、
審
理

官
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）を
つ
か
さ
ど
る
。

第
四
百
六
十
八
条
の
二

審
理
課
は
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
令
第
九
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
財
務
省
令
で
別
に

定
め
る
も
の
及
び
酒
税
課
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
並
び
に
東
京
国
税
局
及
び
大
阪
国
税
局
に
あ
っ
て
は
、
審
理

官
の
所
掌
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。）を
つ
か
さ
ど
る
。

﹇
一
・
二

略
﹈

﹇
一
・
二

同
上
﹈

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
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